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2022年 2月 23日、陳茂波（Paul MP Chan）香港財政長官より 2022-23年度（2022年 4月～2023 年 3 月）の香港

財政予算案（以下「本予算案」）が発表された。本予算案は、足元で急増している新型コロナウイルスの感染拡大防止、

下振れが予想される景気の下支えと市民や企業が抱える負担の軽減を主軸とする施策方針を表明している。本稿で

は、企業にとって関心が高い分野を中心に本予算案の概要について解説したい。 

 

１．１．１．１．    前年度の財政収支と本予算案の概要前年度の財政収支と本予算案の概要前年度の財政収支と本予算案の概要前年度の財政収支と本予算案の概要 

2021 年の経済成長率は、新型コロナウイルスの域内感染が落ち着いたことと、世界経済の引き続き回復を受けて、前

年の▲6.1%から一転 6.4%と大きな成長を実現、3 年ぶりのプラスとなった。失業率についても、2021 年 11 月～2022

年 1 月期は 3.9%と、約 17 年ぶりの高水準となった 2020 年 12 月～2021 年 2 月期の 7.2%から大幅に改善した。財

政収支においては、法人税、印紙税、公有地売却による収入などが想定より 918 億香港ドル多かったほか、支出も想

定を 188 億香港ドル下回ったため、全体収支は従来予想の 1,016 億香港ドルの赤字から 189 億香港ドルの黒字とな

る見通しである。 

2022 年の経済成長率は、上半期ではオミクロン株の影響で低迷するものの、感染拡大が落ち着けば中国本土との往

来を正常化する条件が整い、下半期には経済が復調するとして、2.0～3.5%の成長になると予測されている。財政収

支においては、7,159 億香港ドルの税収に加えて、351 億香港ドルの環境配慮型債券「グリーンボンド」を合わせた

7,510億香港ドルの歳入を予定する一方、歳出は 8,073億香港ドルを計画し、563億香港ドルの財政赤字となる予定。

ただし、中長期的には、一回限りの救済措置と防疫対策に関する支出を除けば、2023-24 年度から黒字に回復する見

込みである。 

歳出の内訳は、人々の生活を支える「社会福祉・医療・教育」において 3,416 億ドル（全体の約 60%）、「セキュリティ」

では 581 億ドル（約 10%）、「インフラ・経済」では 573 億香港ドル（約 10%）を支出する予定となっている。全分野を見

ると、「医療」と「経済」における支出の前年度に対しそれぞれ 41%と 49%増となり、最も増加率が高い分野である。 
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２．２．２．２．    本予算案の本予算案の本予算案の本予算案の企業支援・企業支援・企業支援・企業支援・経済発展に関する主な内容経済発展に関する主な内容経済発展に関する主な内容経済発展に関する主な内容 

本予算案では、新型コロナの感染抑制、コロナ禍における企業・市民生活支援とアフターコロナの景気回復にフォーカ

スしつつ、例年と同様に、中長期的に国際的競争力を保つためイノベーション・テクノロジーや金融サービスなどの各産

業の強化対策なども明記されている。予算案の詳細は以下の通り。 

                                                

1 18 歳に達した香港永久居民（永住権保持者）と、中国本土出身の香港新入境者で、約 660 万人が対象となる 
2 適格な債券発行者および借入人へ補助金を提供するスキーム 
3 中国本土の投資家が上海、深圳両証券取引所を通じて香港株を売買する制度 

        分野分野分野分野    概要（抜粋）概要（抜粋）概要（抜粋）概要（抜粋）    

防疫対策防疫対策防疫対策防疫対策    

� 220億香港ドルを投入し医院管理局を支援し、PCR検査などの検査能力を高める 

� 120億香港ドルを割いて隔離などの防疫施設を建設  

� 70億香港ドルを防疫物資やサービスの確保に充当   

� 60億香港ドルをワクチンの購入に充てる  

市民支援市民支援市民支援市民支援    

� 市民 1人当たり１万香港ドルの電子消費券を給付、内 5,000 ドル分を 4月に給付する予定1  

� 2022年度から年度当たり 10 万香港 ドルを上限に住宅資産を持たない個人を対象に個人所

得税から住宅家賃の控除を認める  

� 1万ドルを上限に 2021-22年度の個人所得税を 100%減免  

� 2022年度上期は 1,500香港ドル、下期は 1,000香港ドルを上限に一般住宅のレーツ（固定資

産税）を減免 

� 個人向け無担保融資制度の上限を 10万香港ドルまで引き上げ、返済期間を最長 10年、元本

の返済猶予期間を最長 18ヶ月へ延長  

� 世帯ごとに住宅用の電気代を 1,000香港ドル補助  

� 66億香港ドルを確保し約 3万人分の期間限定職を創出 

企業支援企業支援企業支援企業支援    

� 特定の業種において、賃料を滞納しているテナントに最長 6ヶ月間の猶予期間を与えるべく法

整備を行いオーナーが賃料の滞納を理由に契約の解除、またはサービスの停止を禁じる 

� 1万香港ドルを上限に 2021年度の所得税を 100%減免 

� 2022年度上期は 5,000香港ドル、下期は 2,000香港ドルを上限に一般住宅以外のレーツ（固

定資産税）を減免 

� 2022年度の事業登録料を免除 

� 一般住宅以外向けの水道及び汚水処理料金の 75%を 2022年 4月より 8ヶ月間減免  

� 政府保有物件の使用者に対する賃貸料・手数料の 75%を 2022年 4 月より 6ヶ月間減免（政

府の要請により閉鎖された場合、閉鎖期間中の賃貸料は 100%免除） 

� 「中小企業融資担保計画」に基づき、政府が提供する 100%担保低利貸付の申請期間を

2023年 6月末まで延長。貸付額は適格企業の 27ヶ月分の給与・賃料支出とし、上限を 600

万から 900 万ドルに引き上げ、返済期間を最大 10年へ延長  

金融金融金融金融サービスサービスサービスサービス    

� 未来基金の香港成長ポートフォリオへ 100 億香港ドルを投入し、内 50億香港ドルは「大湾区

投資基金」に充て、大湾区における投資機会へより注力 

� インフレ連動債「iBond」150 億香港ドル、高齢者限定インフレ連動債「シルバー債」香港 350 億

ドル以上、リテール型境債「グリーン債」100 億香港ドル以上を発行予定 

� 政府より「グリーンボンド」45億米ドルを発行 

� 「グリーン＆サステナブル・ファイナンス補助計画」2における外部審査費用の補助申請に関し

て、最低融資額を 2億香港ドルから 1億香港ドルに引き下げ  

� HKMCより機関投資家市場に総額 4億 5千万米ドルのインフラファイナンス証券化商品（IFS）

を来年度に提供する予定 

� テクノロジー企業の資金調達ニーズに合わせ、上場要件の見直しを検討 

� 南向きの「港股通」3の人民元建ての取引を認めることについて中国監督当局と協議 
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4 広東語で「跨境理財通」という。香港、マカオの居住者である個人は大湾区内の銀行に投資専用口座を開設し、銀行が

販売する対象の投資商品を購入することができ、大湾区の居民についても、その逆が可能となる投資スキーム。詳細は

当行発行したニュースフォーカス 2021年第 12号（https://www.bk.mufg.jp/report/chi200402/NF2021-12JP.pdf）ご参

照。 
5  政府系公的融資機関、香港按証保険有限公司が提供する住宅ローン保険。金融機関の債権回収リスクを軽減し、住宅購入者

が住宅ローンを借りやすくする制度。従来住宅価格が 800万香港ドル以下の場合に限り、物件価格の 9割の借入を認めていた

が、これを 1000万香港ドルまで引き上げ。また、1,001~1,200 万香港ドルの物件の融資上限も、5割から 8割に変更 

� クロスボーダー・ウェルスマネジメント・コネクト4の限度額、対象投資商品や適格参与機関の拡

大を検討 

� 単一のファミリーオフィスによって管理される適格なファミリー投資管理会社に税額控除を提供  

� 投資家の利便性向上を図るため、電子債券の取引が可能なプラットフォームの開発を進める 

イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション    

� 未来基金の香港成長ポートフォリオへ 100 億香港ドルを投入し、内 50億香港ドルは「戦略的

イノベーション基金」の設立に充て、テクノロジー企業やテクノロジー分野のプロジェクトへの投

資に注力 

� 生命健康科学技術の発展推進に 100 億香港ドルを投入 

� 大学発スタートアップを支援するため、大学あたりの援助額を 1,600万香港ドルまでに倍増 

� 香港にける国家重点実験室と国家工程技術研究センターへの援助額を 4億 4千万香港ドルま

でに倍増 

� 6億香港ドルを割いて、政府部門のデジタル化を推進 

� 専門家・学者や業界エリートからなる「デジタル経済委員会」を設置し、経済の質の向上を目指

してジタル化を推進 

産業支援産業支援産業支援産業支援    

航空・物流 

� 東莞に「香港国際空港物流園区」、香港国際空港に「エアサイド海空複合輸送カーゴターミナ

ル」を設置し、中国大陸からの輸出貨物は東莞の物流園区で通関やセキュリティ検査などの作

業を終えた後、香港空港のエアサイドカーゴターミナルに海上輸送され、世界各地へ直接トラ

ンシット可能なスキームを構築。海空複合輸送のパイロットスキームは 2021年よりスタート 

� 海運企業を誘致するために所得税を半分減免する優遇措置を検討 

貿易 

� 今後 3年間で貿易発展局に 1 億 3,500万香港ドルを投じ、香港企業や創業者へ大湾区にお

ける商機開拓を支援 

� 貨物の通関手続きを効率化する「貿易単一窓口」の IT システム構築に 14 億香港ドルを投入 

投資促進 

� 来年度から InvestHKに約 9 千万香港ドルの追加経常資金を段階的に提供し、本土・海外で

の投資促進ネットワークを強化 

文化・芸術 

� 4,200万香港ドルを割いて舞台芸術分野の国際展示インベント「香港演芸博覧会」を創設、2

年以内に開催する計画 

観光 

� 旅行業に 12億 6千万香港ドルを投じ、うち 6億香港ドルはかつての香港を再認識させる「文

化古蹟本地遊鼓励計画」の推進に充てる  

� 旅行発展局に 6億香港ドルを投入し、観光プロモーションに注力  

環境保護環境保護環境保護環境保護    

� 私営住宅駐車場に EV用の充電ステーションの設置に 15億香港ドルを投入 

� 気候変動による大型台風や大雨による洪水への対応能力を高めるために 84億香港ドルを投

じて水路を改修 

� グリーンテックファンドに 2億香港ドルを投じ、脱炭素化と環境保護強化関連 R&D事業を支援 

住宅・土地住宅・土地住宅・土地住宅・土地    

� 住宅の初回購入者向けローン規制を緩和、住宅ローン保険計画の借入金比率上限を引上げ
5、住宅ローン支払能力があるが頭金を準備できない購入者を支援  

� 2027年までの 5年間に 103ヘクタールの土地を民間住宅用に売却し 5万 7千戸分を建設  

� 2022年を起点に 5年間で毎年平均 1万 9千戸の私営住宅を竣工する予定 

� 今後 10年間で 350 ヘクタールの土地に 33万戸分の公営住宅を建設 

� 今年は 4,200戸、来年は 1万 1 千戸の短期居住住宅を供給 
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３．３．３．３．    まとめまとめまとめまとめ 

3 年間掛けてようやく回復の兆しが見え始めた香港経済だが、直近のオミクロン株の感染拡大により、またしても先行

き不透明感が増している。景気後退により財政状況は赤字傾向となる中、消費喚起策として昨年度の倍となる電子マ

ネー1万香港ドルの給付は注目されており、消費や企業活動の回復を支える措置が多く組み込まれている。 

香港経済の「大きな原動力」となる中国本土との往来正常化に向けて、本予算案では「ゼロコロナ」政策の継続が改め

て強調されており、防疫施設の建設や防疫物資の調達に約 600 億香港ドルを投じる予定だ。足元、事実上のワクチン

接種義務化といえるワクチンパス9が導入されたほか、3月に約 750万人の香港市民に対して強制 PCR検査を実施す

ることも発表された。今年度は財政赤字となる見込みではあるものの、下半期には徐々に景気が復調する見通しを示

した。感染の抑え込みによって人や物流の往来制限は徐々に緩和されると共に、市民への電子マネー支給・経済復興

対策による景気刺激効果にも期待したい。 

また、金融においても香港の競争力を保つとも本予算案では強調されている。グリーンファイナンスにおいて香港の国

際的地位の確立に向けて引き続き積極的な取組姿勢を示しているほか、クロスボーダー理財・投資商品の改善、上場

制度の見直しなど「大湾区」において香港が重要な融資プラットフォームとしての役割を強化するための措置も多く取り

込まれている。「国家十四五計画」や「大湾区」等、中国の国策に寄り添う香港の中長期的な施策の方向性にも引き続

き注視が必要だ。 

一方で、歳入源確保のため、住宅レーツを見直す案や、グローバルミニマム課税の導入も上がっていたとされるが、防

疫対策と経済復興を最優先課題として注力し、住宅レーツの税制改革は 2023 年度以降に行われる見通しとなってい

る。グローバルミニマム課税については、2024 年度に導入する計画だが、最速今年後半に法案が提出する予定となっ

ている。導入により税制面において香港の優遇性が損なわれる懸念もあるものの、香港政府は、グローバルミニマム

課税の主な対象が一部の大規模な多国籍企業に限定され、香港全企業数の 98%以上を占める中小企業に影響はな

いとの見方を示した。また、香港の法人税の標準税率は 16.5%で、国際的に競争力があると指摘。税制改革の実施に

より、対象となる香港で本社を置く多国籍企業の最低実効税率が 15%になるため、香港が税制面でより公平な条件の

                                                

6 中国広東省深セン市と接する新界地区に。250 万人が居住する経済・住宅ハブを開発する計画 
7 年間家賃収入が 55 万 HK ドルを超える部分は 8%、同 80 万ドルを超える部分は 12%に引き上げる予定 
8 2021年 11月に OECD加盟 131か国が合意した最低 15%の法人税実効税率下限であり、連結売上高が 7億 5千万ユーロを

超える大規模な多国籍企業を対象に、これを下回る税率の国・地域に拠点がある場合は、本社や親会社を置く地域で不足分を徴

収できるようにするもの 
9 指定施設入場時に、新型コロナウイルス感染リスク通知アプリ「安心出行（LeaveHomeSafe）」を利用するとともに、ワクチン接種

記録を提示。ワクチン接種は 3段階に分けて実施。第 1段階は 2月 24日開始、12歳以上の者は少なくとも 1回接種が必要。

第 2段階は 4月末開始の予定、12～17歳の者は少なくとも 1回接種、18歳以上の者は少なくとも 2回接種が必要。第３段階は

6月末開始の予定、12～17歳の者で 1回目接種から 6カ月以上たっていれば 2回接種、18歳以上の者で 2回目接種から 9カ

月以上たっていれば 3回接種が必要 

� 「北部都会区」開発計画6の土地、住宅、交通関連のインフラ工事の実現に向け 1,000 億香港

ドルを確保 

� 事前に組み立てる「モジュール建築方式」の利用を推進するため関連規制を緩和 

歳入増大歳入増大歳入増大歳入増大    

� 一般住宅のレーツは現行の標準課税率5%から累進課税方式で最大12%の徴収に変更7し、

2024年年度に導入する予定 

� グローバルミニマム課税8及びその関連要件の実施に向け2022年の後半に立法会に法案を提

出、2024年度に実施導入する予定 
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下、競争上の優位性を強化できるとの見解を示した。企業は、税務専門家と連携しながら今後の税制変化が事業へも

たらす影響を理解する必要がある。当室では、今後の動向に注視し引き続き関連情報を提供していきたい。 
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